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そして，この政府言論は判例で，政府言論の法理 government speech doctrineとして
アメリカでは確立されたとされる。政府言論そのものがアメリカで論じられるようになっ
たのは 1990 年代である。裁判例としては，ラスト対サリバン事件 35　が政府言論の判例の
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